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1. はじめに 
大規模かつ複雑化した業務システムにおける管理者の

負担軽減と迅速な障害対処を実現するために，ポリシベ

ースによる自律運用機構が研究開発されている[1,2]．通

常，事前に用意されたポリシテンプレートを利用してポ

リシを設定するが，業務サービスやシステム構成の変更

に応じて，ポリシを修正する必要がある．そこで，筆者

らは，他の自律機構で設定されたポリシを自動的に流用

する伝播型ポリシリファイン手法を提案したが[3]，今回

はその試作であるポリシ検索を備えた自律運用機構につ

いて述べる．本機構は，システム構成情報を用いたポリ

シ流用可能性判定方式によって，ポリシ流用における管

理者への妥当性の提示を実現する． 

 

2. ポリシ検索を備えた自律運用機構 
業務サービスやシステム構成の変更に応じた自動的な

ポリシ流用では，なぜ流用できるのかという妥当性を管

理者へ提示することが必要である．そこで，筆者らは，

同様のシステム構成情報ならば同じポリシを実行できる

という仮定に基づき，システム構成情報を用いてポリシ

の流用可能性を判定し，判定結果を反映した評価値を算

出して，評価値の高い順に管理者へ提示する機構を開発

した．本機構を用いると，発生した障害を解決するため

のポリシを，他の業務システムのために設定されている

ポリシの中から検索して流用することができる．以下，

ポリシ検索を中心に，各機能を説明する(図 1)． 

 

 
図 1 モジュール構成 

 

・システム構成情報レポジトリ 

 各業務システムのシステム構成情報を共通のスキーマ

で格納し，一元管理する．システム構成情報には，CPU

スペック，アプリケーション名称，OS 種類などの要素が

ある． 

 

 

 

・障害対処レポジトリ 

 業務システムの障害に対する検知条件や対処方法を明

記した複数のポリシ（障害対処ポリシ）を格納する． 

 

・自律エンジン 

判断モジュールは，状態監視モジュールで取得する監

視情報と，障害対処ポリシにおける検知条件を参照して，

業務システムで発生した障害を検出し，実行優先度の高

い障害対処ポリシ順に，対処方法を選択する．また，実

行した対処方法の成否履歴を用いて，ポリシの実行優先

度を制御する． 

 

・ポリシ検索 

発生した障害に対処するポリシを取得するための検索

要求を受信し，障害対処レポジトリから流用可能なポリ

シを検索して，評価値とともに管理者へ提示する．管理

者は，提示された複数のポリシから，発生した障害に適

したポリシを選択するのに，この評価値を用いる． 

ポリシ検索における処理フローを以下に示す． 

①検索要求の受信 

流用ポリシの流用先の業務システム名称と検知条件を

含む検索要求を受信する． 

②流用対象ポリシとシステム構成情報の取得 

障害対処レポジトリに格納している他の業務システム

のポリシを取得する．同時に，このポリシに対応する

業務システムの構成情報をシステム構成情報レポジト

リから取得する．また，①で受信した流用先の業務シ

ステムに関する構成情報も，システム構成情報レポジ

トリから取得する． 

③ポリシ流用可能性の判定 

②で取得したそれぞれのポリシについて，システム構

成情報を比較して流用可能性を判定するとともに，そ

の結果を反映した評価値を算出する． 

④検索ポリシの絞込み 

③で多数のポリシが流用可能と判定された場合，評価

値や個数でポリシを絞り込む． 

⑤検索結果の応答 

検索されたポリシとその評価値を，検索要求元の障害

対処 UI クライアントへ送信し，管理者へ提示する． 

 

3. ポリシ流用可能性判定方式 
流用するポリシは，障害を解決し得るポリシでなけれ

ばならず，そのためには，流用先の業務システムで対処

方法を確実に実行できるポリシ，すなわち実行可能なポ

リシであることが必須となる． 

本方式では，システム構成が類似すれば同じポリシを

実行できる可能性が高いという仮定に基づき，ポリシの

流用元と流用先の業務システムのシステム構成情報を比

較して，対象ポリシが実行可能なポリシか否かを判定し，

判定結果を反映した評価値を算出する．これにより，管

理者は，評価値を参考に，検索されたポリシの中から実
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行可能なポリシを適切に選択できる．以下，実行可能な

ポリシであるか否かを判定する処理と，その処理時間の

測定結果について述べる． 

 

3.1. 判定処理プロセス 
判定処理には，実行可能か否かを判定するための比較

ステップと，管理者へ提示する評価値を算出するステッ

プがある． 

 

１）流用先と流用元のシステム構成情報を比較 

ポリシの流用先である業務システムに関するシステム

構成情報の要素と，ポリシの流用元である業務システム

に関するシステム構成情報の要素が，一致するか否かを

比較する．流用先のシステム構成情報にない要素で，流

用元のシステム構成情報にある要素は，流用先の業務シ

ステムに不足している要素なので，不一致とする．また，

流用先のシステム構成情報にある要素だが，流用元のシ

ステム構成情報にない要素は，ポリシを流用する場合に

は余剰な要素なので，比較を行わない． 

 

２）要素に応じた重み付けによる評価値を算出 

ポリシの流用先の業務システムにおいて，これまでの

実行可能なポリシに共通して現れるシステム構成情報の

要素（基本要素）が，ポリシの流用元の業務システムに

関するシステム構成情報の要素とすべて一致する場合，

そのポリシは流用先の業務システムでも実行可能なポリ

シである確率が高い．そこで，基本要素が，上記比較処

理ですべて一致する場合に，実行可能なポリシであると

する．そして，実行可能なポリシには閾値以上の評価値

を与えることで，管理者は，評価値を参考にして，実行

可能なポリシを適切に選択できる．閾値を x ( 10 << x )

とした場合の評価式を以下に示す．評価式で示す拡張要

素とは，基本要素以外のシステム構成情報の要素である． 
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業務システム S に，業務システム A と B のポリシを流

用する判定処理の一例を図 2に示す．業務システム A の 

 

 

 
図 2 判例処理の一例 

 

 

OS 名称は，業務システム S の OS 名称(基本要素)と一致

する．そのため，業務システム A のポリシにおける評価

値として，上記Ⅰの式を用い，閾値 x 以上の評価値が算

出される．一方，業務システム B の OS 名称は，一致しな

い．そのため，Ⅱの評価式を用い，閾値 x 未満の評価値

が算出される．管理者が，検索されたポリシの中から最

も適したポリシを選択するときに，この評価値は，流用

可能か否かの指標となる． 

 

3.2. 実験 
本方式では，検索のたびにシステム構成情報のすべて

の要素を比較するため，対象ポリシが多いと処理時間が

急増する可能性がある．そこで，筆者らは，検索（要求

を受信してから全対象ポリシの評価値を算出するまで）

に要する時間を実際に測定してみた．その結果を表 1に

示す．実験では，100 程度ある業務システムに，それぞ

れ 10 から 100 の障害対処ポリシが設定されていると想定

し，ポリシ総数を変化させ，それぞれ 10 回試行したとき

の中間値を測定値とした．なお，実験環境として，ポリ

シ検索を動作させる Pentium Xeon2.8GHz，1024MB を搭載

したサーバと，障害対処 UI クライアントを動作させる

PentiumⅢ1.0GHz，512MB を搭載したマシンを用いた． 

 

表 1 ポリシ検索処理時間 
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検索に要する時間は，ポリシ数に比例して増加するが，

1 万件のポリシを対象とした場合でも，約 0.65 秒という

実用的な処理時間であることを確認した． 

 

4. おわりに 
ポリシ検索を備えた自律運用機構について述べた．本

機構では，システム構成情報を用いたポリシ流用可能性

判定方式により，流用可能なポリシを，流用可能か否か

の指標となる評価値とともに，管理者へ提示する．検索

に要する時間を測定した結果，ポリシ数が１万件程度で

も，約 0.65 秒という実用的な処理時間であることを確認

した．今後，判定精度の向上や，基本要素を設定する作

業を軽減する仕組みを検討する． 
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